
業務委託におけるプロポーザル方式実施要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、本市が発注する業務委託について、プロポーザル方式を実施すること

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 （１） プロポーザル方式 業務委託の受託候補者を特定する場合において、一定の条件

を満たす提案者を公募又は選定し、当該業務委託に係る実施体制、実施方針及び技術提

案等に関する提案書の提出を受け、当該提案内容の審査及び評価を行い、当該業務委託

の履行に最も適した受託候補者を特定する方式をいう。 

 （２） 公募型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、提案者を公募により募集し

、提案資格があると認めた者から提案を受ける方式 

 （３） 指名型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、あらかじめ複数の提案者を

指名により選定し、当該指名業者から提案を受ける方式 

 （対象） 

第３条 この要領は、次の各号のいずれかによる場合に適用する。 

 （１） 高度な知識、専門的な技術又は豊かな経験を必要とするため、本市において仕様

を定めることが困難な場合 

 （２） 企画内容、創造性等を評価して、本市が仕様内容を決定するよりも優れた成果が

期待できる場合 

 （実施方法） 

第４条 プロポーザル方式を実施する場合は、原則として「公募型プロポーザル方式」で実

施するものとし、事業の性質や目的から提案者が限定されるときは、「指名型プロポーザ

ル方式」で実施することができる。 

 （プロポーザル方式審査委員会） 

第５条 プロポーザル方式によるときは、業務委託を行う局、室等（以下「事業所管局」と

いう。）に、プロポーザル方式審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会の委員には、必要に応じて学識経験者又は専門的な知識を有する者（以下「外部

委員」という。）を置くことができる。 

３ 外部委員は、評価の客観性及び専門的な見地から公正かつ中立な立場で審査できる者と

し、提案者と利害関係がある場合は、その委員をその後の手続きから除斥するものとする

。 

４ 外部委員の選定については、「北九州市の事務事業から暴力団を排除するための事務処

理方針」に規定する付属機関の委員の選定に関する暴排措置を準用する。 

５ 委員会は、次の事項について審査するものとする。 

 （１） プロポーザル方式によることの可否 

 （２） 第６条第４号及び第７条第４号に定める事項 
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 （３） 評価項目、評価基準及び配点、ヒアリングの有無、採点が同点の場合の取扱い並

びに最低基準点設定の有無等受託候補者の特定に必要とする事項の設定 

 （４） 提案の評価及び順位 

 （５） その他必要と認める事項 

６ 審査の終了後、契約締結の日までに外部委員と提案者に利害関係があることが明らかに

なった場合で、事業所管局が必要があると認めたときは、再度、審査を行うことができる

ものとする。 

７ 委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。職を退いた後も同様とす

る。 

８ 委員会の構成及び運営について必要な事項は、事業所管局の長が別に定める。 

 （参加資格の要件） 

第６条 プロポーザル方式により受託候補者を特定しようとする場合には、発注する業務委

託ごとに次に定める事項を要件として定めるものとする。 

 （１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

 （２） 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成

７年北九州市規則第１１号）第６条第１項又は北九州市測量業務、建設コンサルタント

業務等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規則（平成６年北九州市規則第６０

号）第７条第１項の有資格業者名簿に記載されていること。 

 （３） 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

 （４） その他必要と認める事項 

 （参加資格の喪失） 

第７条 提案者が受託候補者の特定の日までに、次のいずれかに該当することになった場合

は、当該プロポーザル方式に係る参加資格を失うものとし、また、既に提出された提案は

無効とする。この場合において、事業所管局は、当該提案者に対し、当該プロポーザル方

式に係る参加資格を失った旨及びその理由を文書にて通知するものとする。 

 （１） 前条に規定する参加資格の要件を満たす者ではなくなった場合 

 （２） 不正な利益を図る目的で委員会の委員等と接触したとき 

 （３） 提案書に虚偽の記載をしたことが判明したとき 

 （４） その他必要と認める事項 

 （公募型プロポーザル方式における実施の公表） 

第８条 公募型プロポーザル方式を実施しようとするときは、市ホームページ又は公示等の

方法により公表するものとする。 

２ 前項の公表には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 （１） 業務委託名、業務概要及び履行期間 

 （２） プロポーザル方式による受託候補者の特定である旨 

 （３） 実施説明書及び実施説明書の入手方法 

 （４） 参加資格 
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 （５） 参加資格の喪失 

 （６） 参加申出書の提出期限、場所及び方法 

 （７） 審査方法 

 （８） 事業所管課 

 （９） その他必要な事項 

３ 前項第３号に規定する実施説明書には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 （１） 業務内容 

 （２） 事業に係る予算上限額 

 （３） 提案書の提出期限、場所及び方法 

 （４） 説明会開催の有無 

 （５） 評価項目、評価基準及び配点等評価方法に関する事項 

 （６） 実施スケジュール 

 （７） 審査結果の通知及び公表に関する事項 

 （８） 提案書等に関する費用負担 

 （９） その他必要な事項 

 （指名型プロポーザル方式における指名の通知） 

第９条 指名型プロポーザル方式を実施しようとするときは、第６条に規定する参加資格の

要件を満たす者の中から指名業者を選定するものとする。 

２ 指名業者を選定した場合は、当該指名業者に対し、指名通知書に次に掲げる事項を通知

するものとする。 

 （１） 業務委託名、業務概要及び履行期間 

 （２） プロポーザル方式による受託候補者の特定である旨 

 （３） 実施説明書及び実施説明書の入手方法 

 （４） 参加資格の喪失 

 （５） 参加申出書の提出期限、場所及び方法 

 （６） 審査方法 

 （７） 事業所管課 

 （８） その他必要な事項 

３ 第８条第３項の規定は、前項第３号の実施説明書の場合に準用する。 

（受託候補者の特定） 

第１０条 事業所管局は、第５条第５項第４号に規定する評価及び順位に基づき、受託候補

者を特定する。 

 （審査結果の通知） 

第１１条 受託候補者を特定したときは、速やかに提案者全員に次の事項を通知するものと

する。 

 （１） 受託候補者として特定した又は受託候補者として特定されなかった旨 

 （２） 当該提案者の順位及び点数 

 （３） 受託候補者として特定されなかった提案者については、その理由について、所定
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の期限までに説明を求めることができる旨 

 （受託候補者の特定に関する通知） 

第１２条 受託候補者を特定した場合において、特定されなかった提案者から説明を求める

請求があるときは、当該請求を行った提案者が受託候補者に特定されなかった理由を、当

該請求を行った提案者に書面により通知するものとする。 

 （審査結果の公表） 

第１３条 受託候補者を特定した場合は、速やかに市ホームページに次の事項を公表するも

のとする。 

 （１） 受託候補者の商号又は名称 

 （２） 提案者数 

 （３） 提案者（受託候補者のみ商号又は名称を表示）の評価結果 

 （４） 委員会の委員（外部委員を含む）の氏名及び職名（職業） 

 （５） 委員会における主な意見 

 （６） 市の主な特定理由 

 （受託候補者との契約締結等） 

第１４条 事業所管局は、審査結果の通知後に、受託候補者と当該業務委託に係る詳細につ

いて必要な協議を行うものとする。この協議において、提案書に記載した提案内容につい

て、受託候補者からの変更は原則として認めないものとする。ただし、市に不利にならな

い変更であって、プロポーザル方式審査の公平性、透明性及び競争性に影響を及ぼさない

ものについてはこの限りでない。 

２ 前項において協議が調った場合には、随意契約の方法により契約を締結するものとする

。 

３ 受託候補者と契約締結に至らなかった場合は、次順位者を新たな受託候補者として手続

きを行うことができる。受託候補者が契約締結の日までに本市から指名停止を受けた場合

も同様とする。 

 （建築設計業務委託に係るプロポーザル方式の実施） 

第１５条 この要領に定めるもののほか、建築設計業務委託に係るプロポーザル方式の実施

については、国土交通省が定めるところによる。 

 （プロポーザル方式の手順等） 

第１６条 プロポーザル方式に関する手順その他必要な事項については、技術監理局長が別

に定める。 

   付 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
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